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【論文要旨】
　わが国の錯誤論に関する学説は，立法当時の意思主義的解釈から離れ，次第に客観的な要素をも
考慮に入れる折衷的立場を取る学説が増えつつある。それに対してアメリカ錯誤法は，契約理論が
大陸法の影響を受けた主観主義的意思理論から客観理論へと変化するのに伴って発展し，契約の客
観理論の中で錯誤の判断基準としてリスク配分その他の理論を生み出してきた。そこで本稿は，ア
メリカ錯誤法の歴史的変遷を辿り，その根底にある思想や背景を探ることでわが国の錯誤論の客観
主義への移行に伴う論理的根拠に対する示唆を得ることを目的とする。23号では19世紀初頭から
1940年代までの錯誤法の発展を概観し，24号では第二次大戦後に発展した不当利得法の影響を受
けて錯誤法がいかに発展したかを，錯誤法の契約法的アプローチと不当利得法的アプローチという
視点から検討した。本号では，第二次契約法リステイトメントに示された錯誤法理論を検討し，そ
こからリステイトメントにおけるアメリカ錯誤法の分析枠組みを導き出すこととする。
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第8章　70年代の契約理論をめぐる論争
1　前号の概観
　英米法では，錯誤に基づく取消は準契約の問題であるとの指摘がしばしばなされてきた。準契約
とは，大陸法における不当利得法の一部に当たるものである。不当利得の問題は，英米法ではコモ
ン・ロー上の準契約やエクイティ上の擬制信託その他において別個に扱われ，首尾一貫した統一体
としては認識されてこなかった。しかし，1923年に原状回復法リステイトメソトが公表されたこ
とをきっかけに初めて不当利得法が統一体として理解され，不当利得法の研究が大きく前進するこ
ととなった。その結果，1950年代から60年代にかけて不当利得法的観点から錯誤法を論じる見解
が展開された。
　そこで前号では，契約法的観点から錯誤法を論じる見解と不当利得法的観点から論じる見解を，
錯誤法に対する契約法的アプローチと不当利得法的アプローチと称し，それぞれ検討を加えた。そ
こから不当利得法的アプローチの特徴は，日本法で言うところの法律行為における錯誤の判断基準
に不当利得的観点を導入している点にあることが明らかとなった。例えばラビンは，第一次契約法
リステイトメソトの規定を発展させて，契約につき当事者が想定していた場合と現実を比較衡量
し，著しく不均衡な場合には取消可能とする，という判断基準を提示した。伝統的見解である契約
法的アプローチが救済されるべき錯誤を本質的か否かによって質的に判断するのとは対照的に，不
当利得法的アプローチは量的に判断する方法を提示しているのである。すなわち，ここに質から量
への転換が図られたのである。
　本号では，不当利得法的アプローチによりなされた「質から量へ」の転換という試みに対して，
第二次契約法リステイトメソトでどのように考えられたのかを中心に検討し，そこからリステイト
メントにおける錯誤法の分析枠組みを導き出すことを目的とする。
2　契約理論をめぐる論争1
70年代以降，アメリカでは契約の拘束力は何かという基礎理論をめぐり，実定法学者のみなら
1契約理論をめぐる70年代以降の論争を論じるものとして，内田貴『契約の再生』（弘文堂，1990年），樋口範
雄『アメリカ契約法』（弘文堂，1994年）318頁以下，Hillman，　The　Crisis　in　Modern　Contract　Theory，67
Tex．　L．　Rev．103；Symposium　Speeches　from　The　Federal　Society　Fifth　Annual　LaWyers　Convention：Individ－
ual　Responsibility　and　the　Law，　Panel　III：The　Death　of　Contract　and　the　Rise　of　Tort，77　Comell　L　Rev．1021
等参照。
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ず法哲学者や経済学者らを交え，大論争が巻き起こった。その引き金となったものが，1970年に
講演され，1974年に出版されたギルモアのr契約の死2』である。その議論の詳細についてはすで
に内田教授による著書3で論じられているが，その論争の前夜に第二次契約法リステイトメソトは
どのような態度を採用したのかを比較検討するため，その論争の状況につき本稿では以下に簡単に
言及することとする。
　契約の拘束力は何かをめぐる諸見解は，以下の三つに大別することができる。
　まず①当事者の主観に注目する見解であり，これには約束理論や合意理論，信頼理論が含まれ
る。約束理論とは，第一次契約法リステイトメソトが定めるように，契約の拘束力の根拠を当事者
の約束とする見解である4。それに対して合意理論とは，統一商事法典（Unifom1　Commercial
Code；通称U．C．C．）5で定められたように，契約強制の根拠を，法的関係を形成する意思の表示に
求めるものである。この二つの理論はいわば当事老の契約へ向けての約束自体あるいは同意自体と
いった当事者の意思に契約強制の根拠を求めている6。それに対して信頼理論とは，契約の拘束力
の根拠を約束に対する相手方の信頼であるとする説である7。
　次に②当事者間の公平性に着目する見解として，利益原則が挙げられる。利益原則とは，ある者
が他人の出費において利益を受領し，その他人が贈与の意思なく合理的に行動した場合，公平性か
ら当該利益が返還されることが求められる，というものである8。
2Gilmore，　The　Death（of　Contract，日本語訳として森達他訳『契約法の死』（文久書林，1979年）参照。
3内田・前注1。
4Restatement，　Contracts，§1　Contract　defined「契約とは，一つの約束または一組の約束であって，その違反
　に対して法が救済を与え，またはその履行を何らかの方法で義務として認めるものをいう。」。日本語訳につ
　き松本恒雄「第二次契約法リステイトメント試訳」民商法雑誌94巻4号～95巻2号参照。
5アメリカ合衆国は周知の通り各州により法律が異なることから，州際商取引において，各州間における商事
　法の差異が不便かつ不都合であった。そこで，モデル法典を作成し，それを各州議会が採択することによ
　り，各州法の統一を図る試みが1892年の統一州法委員全国会議（National　Conference　of　Commissioners　on
　Uniform　State　Laws）以来，なされてきた。同会議が採択したモデル法典はこれまで200以上あり，そのう
　ち最も成功したものがU℃．C．と言われている。これは，統一州法委員会全国会議とアメリカ法律協会
　（American　Law　Institute）が中心となり，アメリカ法律家協会（American　Bar　Association）の協力の下で
　作成され，1951年に成立し，その後も改正を重ねている。田中英夫編集代表『英米法辞典』（東京大学出版
　会，1991年）876頁，樋口・前注1，28頁，谷川久「アメリカのUniform　Commercial　Codeの特徴と現況」
　アメリカ法1965創刊号51頁。
6U．C．C，「第1－201条（一般的定義）⑪『契約（contract）』は，本章および他の適用のある法の諸準則によっ
　て効果の付与される当事者の合意から生じる法的債務全体を意味する。」。約束理論と合意理論については，
　約因につき交換取引説を採用する結果，両者に相違なしとする説（Barnett，　Some　Problems　with　Contract　as
Promise，77　Cornell　L．　Rev．1022）と大きな差異を指摘する説（木原浩之「契約の拘束力の基礎としての
　『意思』の歴史的解釈とその現代における再評価（2）」明治学院大学法科大学院ローレビュー1巻2号53頁）
　がある。
7小林公「約束と信頼」上原行雄・長尾龍一編『自由と規範一法哲学の現代的展開』（東京大学出版会，1985
年）87頁。
8Fried，　Contract　as　Promise，3－4
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　最後に，③法律以外の分析枠組みを契約法に適用して分析する見解として，社会学的枠組みを適
用するマクニールやマコーレーの理論，および，富の最大化や費用逓減といった経済学の手法を用
いてコモソ・ローを正当化する「法と経済学」学派が挙げられる9。
　①から③のうち，錯誤法準則との関連で特に注目されるべきものは，①約束理論と信頼理論，そ
して②利益原則である。
　まず約束理論は「約束は守られるぺし」という考えに基づくものであり，当事者の意思に注目す
ることから意思説とも呼ばれるものである。そしてこれは第一次契約法リステイトメソトで定義さ
れた「錯誤は意思と事実の不一致である」という考えになじみ，かつ，錯誤を意思の不存在という
契約成立の問題として捉える考え方に親近性がある。
　それに対して信頼理論は「相手方の信頼を予見しつつ，あるいは相手方の信頼を惹き起こす目的
で自らの意図を相手に報告した者は，信頼に違背してはいけない10」という考えに基づくもので，
契約の客観主義の根拠となるものである。さらに錯誤との関係で言えば，これは，極端な客観主義
を採用した結果，外観通りに契約解釈することで内心とは異なる事態が生じる「リスクを負担する」
という契約責任の問題へと錯誤を転化したホームズの考えと平灰が合う。　　．
　利益原則に関しては，前号で見たように，不当利得法の発展とともに契約法に影響を及ぼし，不
当利得法的観点から錯誤を論じる見解が登場した。
　このような見解のうち，第二次契約法リステイトメントはいかなる立場を採用したのかを，以下
検討することにする。
第9章第二次契約法リステイトメントにおける契約理論と錯誤法準則
1　第二次契約法リステイトメント
　1959年，A．LI．は，契約法リステイトメントの改訂に着手した11。ハーバード大のロバート・ブ
ラウカー（Robert　Braucher）教授を1963年に報告者として迎え，彼がマサチューセッツ州最高裁
判事となる1971年まで草案を準備し，その後，残りの起草をコロソビア大のファンズワースが引
き継ぐこととなった。そして1979年に改訂が完成し，1981年に第二次契約法リステイトメソトが
公表された。
9内田・前注1，47－71頁，145－222頁，Kronman＆Posner，　The　Economics　of　Contract　Law，　Ch．1，内田貴
　「著書紹介」アメリカ法1983－2，249－256頁。「法と経済学」は錯誤の判断基準として繰り返し主張されてき
　たリスク負担の根拠を経済学的観点から論証する説が出されたこともあり，注目される。Kronman，　Mis－
take，　Disclosure，　Info㎜ation，　and　the　Law　of　Contract，7J．　Leg．　Stud．1（1978），reprinted　in　Kronman＆
　Posner，　The　Economias　of　Contract　Law　1　14（1979）．なお，第二次契約法リステイトメント第16章では，伝統
　的契約理論における救済手段の正当性を経済学的観点から論じている（Restatement，　Second，　Contracts，
　Ch．16，　Introductory　Note）。
lo小林，前注・7，104頁。
ll　WWW．ali．org．
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2　第二次契約法リステイトメントにおける契約理論
　第1条は「契約とは，一個または一組の約束であって，その違反に対して法が救済方法を与え，
またはその履行を法が何らかの方法で義務として認めるものをいう。」と契約の定義を示している。
本条は第一次契約法リステイトメソトにおける契約の定義規定と同一のものであり，リステイトメ
ソトは一貫して約束を中心とした古典的契約理論を採用している。
　不要式契約の成立には，相互的同意と約因が要件とされている12。その約因を構成するために
は，履行または反対約束が交換的に取引されなければならない。「履行または反対約束が交換的に
取引される」とは，それが約束者によって約束と交換に求められ，かつ，受約者によって約束者の
約束と交換に与えられる場合のことを指す13。これは，ホームズによって提唱され，第一次契約法
リステイトメントで採用された約因の交換取引説によるものである。この点で，第一次契約法リス
テイトメントから何ら変更は見られない。
3　第二次契約法リステイトメントにおける契約解釈14
（a）ここで，相互的同意がどのような場合に存在し，かつそれをいかに解釈するかが問題となる。
18条によると，「交換に対する相互的同意の表示には，各当事者が約束をするか，または履行を開
始し，もしくは履行をなすことが必要である15。」とされている。本条は本リステイトメソトで新
たに設けられた規定であり，相互的同意の表示について定めた第一次契約法リステイトメソト20
条とは表現方法を大きく異にしている。第一次契約法リステイトメソト第20条は「不要式契約の
当事者による相互的同意の表示は，契約の成立に本質的なものであって，その同意を表示する行為
は，それらの行為をなす意図を持ってなされなければならない。但し，第55条，第71条および第
72条による制限を除き，契約における約束に対する主観的な同意も，約束が法的拘束力を有する
べきという実在のまたは外見上の意図も本質的なものではない。」と規定している。第一次契約法
リステイトメントは，相互的同意には（単純に日本法と比較することはできないが，例えて言うな
らば）日本法の意思表示で言うところの表示意思と表示行為を要求している。それに対して，本リ
ステイトメソトでは，表示行為のみが要求されている。その結果，両リステイトメントは同意に関
する当事者の真の意思を問わない点で客観主義に立つものであるが，本リステイトメントは同意を
表示する意思を求めていないため，一見するとより外観を重視しているように思われる。なお，同
意の表示の解釈基準については客観的基準を採用することが示されているが16，第一次契約法リス
12「第17条〔交換的取引（bargain）の必要性〕①第二項で定める場合を除き，契約の成立には，交換（ex－
　change）に対する相互的同意の表示と約因（consideration）を伴った交換的取引が必要である。（以下省略）」
13Restatement，　Second，　Contracts，§71
14リステイトメントの契約解釈を論じるものとして，鹿野菜穂子「アメリカ法における契約の解釈と当事者の
　意思（一）」九大法学57号95頁，太田知行「契約の解釈一アメリカ合衆国における学説の紹介を中心にして」
　上原行雄・長尾龍一編『自由と規範一法哲学の現代的展開』（東京大学出版会，1985年）所収115頁等。
15Restatement，　Second，　Contracts，§18
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－173一
テイトメント20条で言及された主観主義に基づく55条，71条，72条については，本リステイトメ
ントで第53条，第20条，第69条として継承されている。
（b）しかしながら，意思の不一致を取り扱う第20条は以下のように定める。「第20条〔意思の不一
致の効果〕①当事者がそれぞれの表示に著しく異なった意味を付与しており，かつ次のいずれかに
あたる場合は，交換に対する相互的同意は存在しない。a．相手方によって付与された意味をいず
れの当事者も知らないか，もしくは知りうぺきでない場合，または，b．相手方によって付与され
た意味を各当事者が知り，もしくは知りうべき場合②当事者の表示は，次の場合に，当事者の一
方によってその表示に与えられた意味に従った効果をもつ。a．当事老の一方は相手方によって付
与された異なった意味を知らないが，相手方は前者によって付与された意味を知っている場合，ま
たは，b．当事者の一方は相手方によって付与された異なった意味を知りうべきでないが，相手方
は前者によって付与された意味を知りうべきである場合。」。
　本条がコービソの影響を受けたものであることは，すでに指摘されてきたところである17・18。こ
の規定によれば，相互的同意は，表示に付与された意味を「知りうべきか否か」という当事老の認
識あるいは意思によって存在するか否かが判断されることになる。
（c）以上から，本リステイトメソトは，まず約束理論を採用していることは明らかである。次に，
契約解釈については，18条で相互的同意の表示につき外観を重視する反面で，20条では当事者の
認識あるいは意思がその有無の判断につき大きな役割を果たしている。したがって，この意思も客
観的に判断することが求められているものの，意思を考慮している点で本リステイトメントは緩和
された客観主義を採用したと言えよう。この点で，その方法は異なるものの，第一次契約法リステ
イトメソトと同一の立場に立つものと考えられる。
16Restatement，　Second，　Contracts，§2，　cmt．　b．
17鹿野i菜穂子「アメリカ法における契約の解釈と当事者の意思（二）」九大法学60号223頁，Farnsworth，
　“Meaning”in　the　Law　of　Contracts．コービソは契約の解釈をinterpretationとconstructionに分けて論じて
　いるが，解釈をinterpretationとconstructionに分ける方法は19世紀の法学者リーバー（Lieber）に遡るも
　のである。リ’一バーはinterpretationを「本人が伝達することを意図した意味を探し出す技術」とし，また，
　constructionを「文章の直接的表現の向こう側に置かれた問題に関して，その文章から知られ，かつ与えら
　れた要素から，結論付けること一結論，それは文章の文言の範囲内にもかかわらず，その趣旨（spirit）に
　あるもの」と定義するという。ファンズワースは実務においてこの区別を維持することは難しいとの立場を
　示しているものの，本リステイトメソトは，200条注釈c．でinterpretationとconstructionの区別に言及し
　ている。なお，意思の不一致や後に言及する一方的錯誤において採用された「相手方が知りうべきか否か」
　という基準は，18世紀のイギリスの神学者ウィリアム・ペイリー（William　Paley）によって最初に提唱さ
　れたものと言われている。彼は，約束は「約束者が，被約束者が当該約束を承諾したことを信じたという意
　味において」履行される，と論じた。この原則は“Dr．　Paley’s　rule”と呼ばれ，契約解釈に関する19世紀の
　ニューヨーク州における判例や学説で発展し，ウィリストンやリステイトメソトによって採用されたという
　（Farnsworth，　id．，946；Palmer，　The　Effect　of　Misunderstanding　on　Contract　Formation　and　Reformation　un－
　der　the　Restatement　of　Contracts　Second，44－47；Farnsworth，　Contracts，4th　ed．，§7．7）。
18この他，契約の解釈方法に関する詳細は，200条以下で規定している。
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4　錯誤の意味
　151条で「錯誤とは，事実と合致しない所信（belief）をいう19」と定義されている。その錯誤は，
契約締結時に存在する事実に関するものでなければならない。従来，法の錯誤は救済が付与されて
こなかった。しかし，それは合意時の事実状態の一部であるというのが現代の見解であり20，本リ
ステイトメソトもその立場をとっている21。以下，錯誤から契約当事者が救済されるための要件を
検討する22。
5　相互的錯誤
（a）裁判所は相互的錯誤に対する法準則を形成するのに非常に難渋していたが23，以下のように定
められた。「第152条〔いかなる場合に当事者双方の錯誤によって契約が取消しうるものとなるか〕
（1）契約締結時における当事者双方の錯誤が，契約締結にあたって基本的前提（basic　assumption）
となった事柄に関するものであり，かつ合意された履行の交換（agreed　exchange　of　perfomlance）
に重大な影響を及ぼすものである場合，不利な影響を受ける当事者は契約を取消すことができる。
ただし，その者が第154条に定める準則に基づき錯誤のリスクを負担するときは，この限りでな
い。（2）合意された履行の交換に当該錯誤が重大な影響を及ぼすものであるか否かの決定にあたって
は，文書訂正命令（refonnation），原状回復もしくはその他のあらゆる救済方法が考慮に入れられ
る。」。
　ところで本条第2項は，一見すると要件と効果が錯綜し，循環論に陥っているように思われる
が，何を意味するのか。ここで示される文書訂正命令とは，155条によると「合意の全部または一
’部を証明または具現する書面が，書面の内容または効果に関する当事者双方の錯誤のために当該合
意を表現していない場合」に裁判所が契約書等の書面の訂正を命じる命令である。ここから，契約
当事者双方が錯誤に陥った相互的錯誤のうち，内容の錯誤については152条1項の定める要件を満
たした場合に取消の効果が認められるのに対し，表示の錯誤については152条2項によって，155
条に定められた要件を満たした場合に文書訂正命令が裁判所により出されることが明らかとなる。
さらに，第7章で見たようにコービンとラビソは独立の要件として「原状回復の可能性」を挙げ
ていたが，本条第2項では，それは他の救済手段と共に錯誤が交換に重大な影響を及ぼすか否か
19Restatement，　Second，　Contracts，§151
20Famsworth，　supra　note　17　at§9．2；Dover　Pool＆Racquet　Club　v．　Brooking，322　N．E．2d　168（Mass．1975）；
　Rosenblum　v。　Manufacturer’s　Trust　Co．，200　N．E．587（N．Y。1936）；Hampton　v．　Surety　Dev．　Corp．，817　P．2d
　1273　（Okl．1991）
21Restatement，　Second，　Contracts，§151　comment　b
22本リステイトメソトでは混乱を避けるため「相互的錯誤」や「一方的錯誤」といった用語は使わず，説明的
　な用語を用いている。しかし本稿では便宜上，「相互的錯誤」「一方的錯誤」という用語を用いることにする
　（Restatement，　Second，　Contract，　Ch．6，　Introductory　Note，　Reporter’s　Note）。
23Farnsworth，　Contracts（2nd　ed．）　at　596
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の判断の中で考慮されることになる。これは，「救済方法が権利を決定する」という法学リアリズ
ムの影響のみならず，後に言及する錯誤の重大性に関する議論の影響も指摘できよう。
（b）そこで以下では，相互的錯誤のうち，内容の錯誤の要件を個別に検討することとする。内容の
錯誤に基づいて救済を求める当事者は，以下のことを立証しなければならない。①錯誤が契約締結
の基礎となった基本的前提に至っていること，②錯誤が合意された履行の交換に重大な影響を及ぼ
していること，そして③錯誤が当事者がリスクを負担したものでないこと。
①基本的前提
（a）「基本的前提」とは，錯誤のみならず実行不能や契約目的の不達成においても用いられる要件
である。本リステイトメソトの注釈によると，通常，人や目的物の存在の継続性は契約成立の基本
的前提であるため，例えばある者が他人に生命保険を掛ける場合，たとえ当事者らが，彼が死亡し
た可能性について決して意識的に発言していなかったとしても「その時その者が生きている」とい
うことが基本的前提とされる。それに対して，「市場の状態や財政的能力の変化」は，基本的前提
とはされないという24。
（b）この点につき，ファソズワースは以下のように指摘している。上記の説明から，「基本的」と
いう文言は明らかに「市場の状態や財政的能力」のような付随的，周辺的事項に関する錯誤を排除
することを意図したものである。しかしながら，目的物の存在や同一性，量，性質に関する様々な
前提のうち広範囲にわたるものが，当該当事者に取引を覆す権限を付与するため，その意味で「基
本的なもの」であるように思われる，と25。
　そこで，様々な前提のうち何が「基本的」なものかについて，ファソズワースは土地売買の事例
を用いて検討している。例えば土地の面積について錯誤があった場合，その面積が当該契約におい
て「基本的」前提であるとする判例がある一方で26，単に土地について説明をするための事項であ
り付随的な事柄に過ぎないと判示する判例がある27。その相違について彼は，もし購入価格が，契
約書面に記述された面積数をもとに算出されたものであれば，あるいは面積数が測量に基づいてい
るならば，それが基本的前提であると認定され得るが，もしその土地がよく知られた名前や境界，
区域で述べられているならば，それは基本的前提ではないと認定され得ると述べている28。
②重大な影響
　本リステイトメントの議事録によれば29，この「合意された履行の交換に重大な影響を及ぼすご
24Restatement，　Second，　Contracts，§152　comment　b；§261　comment　b．
25Famsworth，　supra　note　23　at　571
26Speedway　Enters　v．　Hartsell，251　P．2d　641（Ariz．1952）；Nee　v．　Dillon，239　R2d　953（D．C。Cir．1956）
27Dlug　v．　Wooldridge，538　P．2d　883（Colo．1975）；Enequist　v．　Bemis，55　A．2d　617，　56　A．2d　5（Vt．1947）
28Famsworth，　sゆ名α鰯召17　at§93
2952nd　Annual　Meeting，　The　American　Law　lnstitute　Proceedings　1975，383－436
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と」という要件は，原始的実行不能（impracticability）および契約の目的不達成（frustration）に
関する草案286条（現行266条）との関係を扱うために立案されたという。
　実行不能とは，当事者の責めに帰すことのできない事由により，債務の履行が実行不能となった
場合のことを指す。それに対して契約目的の不達成とは，契約上の債務自体は文字通りに履行する
ことは可能であるが，履行しても当事者が契約締結当時考えていた目的を達成することができない
場合のことであり30，この場合にも実行不能と同様の法則が適用される。これらには，原始的なも
のと後発的なものがある31。ここで錯誤との区別が問題となるのは原始的実行不能であり，本リス
テイトメソトは以下のように定める。「266条〔原始的実行不能または達成不能〕①ある事実の存
在しないことを基本的前提として契約が締結されている場合に，契約締結の時点で，そのような事
実が存在していることにより，その契約に基づく当事者の一方の履行が，その者の過失によらずし
て実行不能となり，かつその者がそのような事実の存在を知りうべきでないときは，当該履行をな
す義務は生じない。ただし，文言または諸般の事情から反対のことが察知される場合は，この限り
でない。（以下略）」。
　例えば，両当事者がある事実につき錯誤に陥り，それが両当事者の一方の履行を耐え難いほど重
くするものであったとする。本リステイトメントによると原始的実行不能の要件は①ある事実が合
意された履行を不能とすること，②ある事実の不存在が契約の基本的前提であること，③実行不能
が救済を求める当事老の過失によらず，かつその事実の存在を当該当事者が知りうべきでないこと，
④当事者が法が課す以上の債務を引受けていないこと（＝実行不能となる可能性を引受けていない
こと）である32。したがってこの場合，それを原始的実行不能に関する事例と見ることも，錯誤事
例とみることも可能である。仮にそれを原始的実行不能の事例としてみるならば，当事者は，その
者が受けた不利な影響が実行不能の段階に達する場合のみに救済されることとなる。他方，相互的
錯誤に関する第一次契約法リステイトメソト502条をみると，それは履行が「より重大な不利
（materially　more　onerous）」である場合に救済されることになるが，この「より重大な不利」と
は，実行不能に達しないものと理解される。その結果，錯誤法は草案286条の法理で当事者が救済
されない事例を救済することになるため，実行不能の法準則の制限を弱めることになるのではない
か，という問題が生じる。
　そこで本条の報告者やアドバイザー，評議会33はこの問題について，実行不能の法理が単に一方
30例えば国王の戴冠式の行列を見るために沿道の建物の一室を借りる契約を締結したが，国王の疾病により戴
　冠式が延期となった場合である（Krell　v．　Henry，2　KB．740）。
31田中和夫r英米契約法』（有斐閣，1965年）267頁一278頁。
32Farnsworth，　supra　note　17　at§9．6
33リステイトメントの起草は，まず報告者が立案し，その後アドバイザーらによって審議される。アドパイザ
　ーらの議論や判断は報告者を拘束しないが，通常はそれに従って修正される。そして修正された立案は，50
　～60名の著名な弁護士や裁判官，法学部教授らによって構成される評議会によって審議される（Far－
　nsworth，　Ingredients　in　the　Redaction　of　The　Restatement（Second）of　Contracts，81　Colum．ムRev．1）。
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当事者に耐え難い事情変更があった場合を扱うのに対して，錯誤を原因とする救済を履行の合意さ
れた交換自体が乱された場合に限定することにより，解決しようとした。そこで考え出されたもの
が，「錯誤を原因として救済を与えるためには，一方当事老における不利な影響だけではなく，他
方当事者に対し偶然の利得（棚ぼたwindfall）の性質を帯びている利益がなければならない34。」
という定式である。
　しかしながら評議会は，「確かに，（錯誤に）付随する偶然の利得は他人の損失におよそ比例する
が，もっとも，他方当事者に対してまったく偶然の利得がない錯誤事例を想定することもでき
る35」ことを理由に，上述の定式は厳格すぎる準則であり，必須のものではないと結論付けた。
　このような議論を経て，152条および注釈c．が定められた。これをファソズワースは，「妥協」
と称している。というのも，152条自体は，履行の合意された交換に重大な影響がなければならな
いことのみを要件としているのに対して，注釈c．は，たとえ相手方に利益が存在しなかったとし
ても錯誤からの救済が適切に認められる事例があるが，通常は錯誤老の損失だけでなく相手方の利
益をも見出すことができる，と述べているからである。
　また同条2項で，錯誤が合意された交換に重大な影響を及ぼすか否かを判断する際，原状回復
の利用可能性が考慮に入れられると規定されていることも，錯誤が相手方に利益をもたらす可能性
を端的に示すものであると言えよう。
③　リスク負担
　すでに繰り返し論じているように，救済を付与するか否かに関する伝統的な錯誤法の判断基準
は，錯誤が非本質的ではなく本質的な場合，あるいは錯誤が属性や性質，価値ではなく目的物の同
一性や存在に至る場合に救済を認める，というものであった。しかしながら，その基準は曖昧で一
貫性がなかったため，この点について多くの異論が唱えられてきた。そこで，報告者らはこのよう
な伝統的分析を放棄した。しかし，上述の2つの要件のみでは寛大すぎるので，錯誤として救済
される事例を制限するため，その代わりに154条を定めたのである36。
　錯誤のリスクが負担されていると評価されるのはどのような場合かという点については，すでに
第一次契約法リステイトメソトと第一次原状回復法リステイトメソトでも多少言及されていたが，
その後の学説，判例を反映する形でより詳細に規定されることとなった。これについては，節を改
めて論じることとする。
6　一方的錯誤
一方的錯誤は次のように規定されている。「153条〔いかなる場合に当事者の一方の錯誤によっ
3452nd　proceedings，　supra　note　29　at　390
35ibid．
36　id．，　at　383－436
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て契約が取消しうるものとなるか〕契約締結時における当事者の一方の錯誤が，その者が契約を締
結するにあたって基本的前提となったことがらに関するものであり，かつその者にとって不利益と
なる重大な影響を合意された履行の交換に及ぼす場合において，その者が154条に定める準則に基
づき錯誤のリスクを負担せず，かつ次のいずれかにあたるときは，その者は契約を取消すことがで
きる。（a）契約を強行することが非良心的（unconscionable）となるほどの錯誤の影響が生じている
場合，または（b）相手方が当該錯誤について知りうべきであったか，または相手方のフォルトによっ
て錯誤がひきおこされた場合。」。
　一方当事者のみが陥った錯誤を理由として契約を取消すには，相手方の契約に対する期待を害す
ることになるため，契約内容に関する相互的錯誤で求められた三つの要件に加えて，④契約を強行
することが非良心的であること，または⑤相手方が当該錯誤について知りうべきであったか，ある
いは相手方のフォルトによって錯誤が引き起こされたこと，が満たされる必要がある。⑤について
はすでに多くの判例，学説で言及されていたが，これに加えて近時，錯誤の結果が非常に深刻であ
るため契約の強制が非良心的となる場合にも取消を認めようとする動きが増えてきたので，本リス
テイトメントでは，前者と同様に④非良心的な場合をもその根拠として認めることにしたという37。
④契約を強行することが非良心的であること
（a）非良心性の法理の起源については，「良心の裁判所（Court　of　Conscience）」と呼ばれた衡平
法裁判所が人間の良心（conscience）に反する取引行為から被害を被った当事老に対してコモン・
ローの救済を補充するために与えた救済手段として発展したと解する学説が有力とされている38。
（b）この法理は，1951年に成立したU．C．C．に，2－302条として取り入れられた39。同条は，約款
の弊害に対する法的規制の必要性から，従来，約款や附合契約（標準書式契約）に対して契約文言
の解釈，申込と承認に関する準則の操作，または条項が公序や主たる契約目的に反すると判断する
ような方法によって，間接的に解決してきたのに代わり，裁判所による直接的規制を可能にする手
段として導入された40。しかしながら，非良心的契約の阻止という目的から，約款による契約以外
の契約にも適用されるべきであるとの理由により，約款という表現は削除されたという41。U．C．C．
37Restatement，　Second，　Contracts，§153　comment　a
38谷原修身「アメリカ統一商法典の消費者保護的機能一非良心性理論の展開一」私法43号275頁。
39「2－302条〔非良心的な契約または条文〕（1）法律の問題として，裁判所が，契約または契約の条項が契約締結
　の時点で非良心的なものであったと認めるときは，当該の契約を強制することを拒否するか，あるいは，非
　良心的な条項を除いた当該契約の残りの部分を強制するか，または非良心的な結果を避けるように，非良心
　的な条項の適用を制限することができる。（2）契約または契約の条項が非良心的であると主張されたとき，ま
　たは裁判所がそうであると思料するとき，両当事者は，裁判所がその決定を下すのに役立つ，当該契約の取
　引上の背景，目的および効果に関する証拠を提出する合理的な機会を与えられるものとする。」統一商事法
　典の日本語訳につき，田島裕『UCC2001一アメリカ統一商事法典の全訳一』（商事法務，2002年）参照。
40U．C．C．§2－302，　comment　1；谷原・前注38。
41石原全「米国における約款の司法的規整一非良心性理論による是正一」一橋論叢第66巻3号70頁。
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により制定法上の根拠が与えられたことで，消費者保護の社会的要請が強まったことと相侯って，
この法理をめぐる判例が激増し，契約法の諸問題の中で60年代以降最も活発に議論がされること
となった42。そして，本リステイトメントでも208条43にU，C．C．2－302条に倣った規定が置かれた。
　208条は，U．C．C．2－302条と同様にその規定において非良心性の定義付けを行っていないが，伝
統的に，取引が「一方で平常心であり，かつ妄想でない場合に誰もなさないようなものであり，他
方で誠実かつ公正な人間は誰も承諾しないような」ものである場合，当該取引はコモソ・ロー訴訟
において非良心的であると言われている磁。また同条の注釈はU．C．C．2－302条とその注釈を引用し
ている。それによると，非良心性の原則は圧迫（oppression）と不公正な不意打ち（unfair　sur－
prise）を阻止するものであり，かつ，優越的な取引力を理由とするリスクの分配を妨げるもので
はない，という。そして，その基本的な判断基準は，一般的な商事的背景および個別的な取引にお
ける商事的必要性の観点から，契約締結時に存在する諸事情の下で非良心的となるほどに契約条項
があまりに一方的であるか否か，とされている45。
（c）U．C．C．および本リステイトメントにおける規定はいずれも契約締結時に当該契約および条項
が非良心的なものであることを求めているのに対して，一方的錯誤の場合には契約締結後に錯誤に
よって生じた結果が非良心的であることを求めており，直接適用され得ない。しかし，非良心性の
基準は類似しているという46。
　一方的錯誤に対して取消が認められた事件の多くは，建築請負業者によってなされた入札の計算
の錯誤であると言われる。その場合，入札者は，履行が過度に耐え難いものであるということをも
立証しなければならないが，この困難の程度を裁判所は「非良心的なもの」と述べている。その非
良心性は，入札の規模と比較したときの計算間違いの大きさだけでなく，履行が要求されたならば
入札者が得るであろう収益，あるいは入札者が被るであろう損失にも依拠している。それゆえ非良
心性は，当事者間の履行の交換に及ぼす影響の重大性とは異なるという47。アイダホ州最高裁は，
以下のように説明している。「入札における計算間違いは，付された全入札の高い割合を占めてお
り重大であるが，入札の遵守を要求することは非良心的ではない。要するに，100，000ドルの入札
のうち25，000ドル分の脱漏は重大であろうが，収益50，000ドルを含む100，000ドルの入札の場合，
請負人にその入札条件を満たすように要求することにより，その困難（＝非良心性）は生じないだ
ろう48。」。
42谷原・前注38，274頁。
43「208条〔非良心的な契約または条項〕契約またはその条項が契約締結の時点で非良心的である場合，裁判所
　は，その契約の強行を拒否し，または非良心的な条項を除いた残りの契約の部分を強行し，または非良心的
　な結果を避けるために非良心的な条項の適用を制限することができる。」
44Restatement，　Second，　Contracts，§208　comment　b
45U．C．C．§2－302，　comment　1
46Restatement，　Second，　Contracts，§153　comment　c；樋口・前注1，194－212頁。
47Farnsworth，　supra　note　23　at　588－589
「sBoise　Junior　College　Dist．　v。　Mattefs　Constr．　Co．，450　P．2d　604（Idaho　1969）
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　一方的錯誤による契約の取消は，契約への期待を害されるという負担を他方当事老にのみ強いる
ことになるため，たとえ契約を強行させることが非良心的であっても，相手方が契約を信頼してい
ることを理由として取消が認められないことがある。従来はこのように全か否か（all　or　nothing）
の解決によっていたが，フラーとパーデュによる1936年の論文「契約損害における信頼利益49」を
きっかけに本リステイトメントで信頼利益の賠償（158条）が導入されたことにより，このような
場合にも取消が認められ，より柔軟な解決が可能となった50。
⑤相手方が当該錯誤について知りうべきであったか，あるいは相手方のフォルトによって錯誤が
　　引き起こされたこと
（a）一方的錯誤の場合にも，意思の不一致でも適用された「知りうべきテスト」が適用される。た
だしこの場合，通常の知性を備えた者が，あるいはより高い知性を備えた者である場合にはその者
と同等の知性を有する者が，ある情報を有し，そこから当該事実が存在することまたは存在するで
あろうことを推測する場合，その者は当該事実を「知りうべき」であると判断される。同様に，合
理的注意をもって当該事項に言及し，その起こりうる存在を前提としてそれに自らの行為の基礎を
置いた場合には，相当な可能性でその事実が存在するという推測があるのならば，「知りうべき」
と判断される51。たとえば建築請負業者は，自らの入札価格が他の入札価格や合理的な価格，注文
主の見積もり額と比べて低額である場合，契約の相手方が建築請負業者の錯誤を知りうべきであっ
たことを立証することができるという52。
（b）同様に，相手方のフォルト（過失）が錯誤を引き起こした場合においても，錯誤当事者が契約
を取消すことができる。
（c）一方的錯誤における上記の加重的要件と関連して，例えば土地売買において買主は土地の鉱物
調査の結果を知っており，かつ，売主がそれにつき何ら知識を有さないことも気づいていた場合，
買主が低価格で土地を購入し，そのような契約を強制することは非良心的とはならないのか，また
は，買主がそのような情報を売主に提供しないことは買主のフォルトとならないのか，という問題
が生じる53。これは，アメリカで主として不実表示の問題として扱われるものである。古典的判例
であるLaidlaw　v．　Organ事件54で最高裁は，買主は売主に情報提供する義務はない，と判示し
た。しかしながら近時では，率直さ（candor）に欠けるものとして，三つの場合に情報の非開示
による不実表示という類型を認めるに至っている。その三つの場合とは，すなわち①医師と患者や
家族構成員間といった（法律上の信認関係ではなく）事実上の信頼関係がある場合，②誤った意見
49Fuller＆Perdue，　The　Reliance　Interest　in　Contract　Damages，46　Yale　L　J．52
5°Restatement，　Second，　Contracts，§153　comment　d
51Restatement，　Second，　Contracts，§19，　comment　b
52Farnsworth，　supra　note　23　at　591－592
53Fuller，　Mistake　and　Error　in　the　Law　of　Contracts，33　EmorY　L　J．41，83－85
5415U．S．（2　Wheat．）178
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を述べたことが後に判明したが，それを訂正しなかった場合，そして③ある者が取引の基本的前提
に関する重大な事実を知りまたは知るべきであり，それを相手方が通常の注意をもって発見するこ
とができないとき，その者はそれに関する情報を開示する義務を課せられるが，その義務に違反し
た場合，である55。非開示による不実表示と一方的錯誤における行為態様は類似しており，一方的
錯誤についても，相手方の情報提供義務違反との関連で論じる見解がある56。
7　錯誤者のフォルト（過失）
（a）錯誤者のフォルトないしネグリジェソスについて，本リステイトメントは，「契約を締結する
前に事実を知らずまたは気づかなかったことについてのフォルトが錯誤に陥った当事者にあったと
しても，その者が本章に定められた諸原則に基づき契約の取消または訂正を求めることの妨げとは
ならない」とする。確かに，相当な注意をすることによって錯誤を回避することはできるのだが，
錯誤に陥った場合は必ずといっていいほどフォルトが伴っており，仮に錯誤当事者がネグリジェン
スによって救済を禁じられるのであれば，救済される可能性は厳しく制限されるため，このような
フォルトがあったとしても救済されうるのである57。「ただし，その者のフォルトが，信義に従い
誠実に（in　good　faith）かつ公正取引（fair　dealing）の合理的基準に従って行動していないに等し
いほどのものである場合は，」錯誤に基づく救済は否定される。このように非難に値するフォルト
は重大な過失（gross　negligence）と説明されてきたが，そのような文言は充分に定義されず，第
二次不法行為法リステイトメントおよび本リステイトメントで回避された。それに代わって本条で
は，信義誠実（in　good　faith）および公正取引（fair　dealing）という概念が用いられている。
（b）信義則は，ローマ法以来の法原理であり，イギリスの商慣習法では二つの類型が認められてい
た。第一は，契約の履行（performance）あるいは強行（enforcement）における礼儀や公正性，
合理性といった行為の基準を定める規範としての信義則である58。ローマ法でまず問題となったの
もこの意味での信義則であったと言われ，そこでは諾成契約の履行義務の内容を確定する基準とし
て当事者の合意を補う機能を果たした。第二に，取引における第三者保護の観点から，第三者の
「善意」の意味で信義則という概念が用いられる。その内容は当事者の主観であり，「知っている」
55Farnsworth，　supra　note　17　at§4．11
56Eisenberg，　Disclosure　in　Contract　Law，91　Calif．　L　Rev．1645；クロソマンは錯誤における情報提供義務とリ
　スク負担について「法と経済学」の観点から論証している。Kronman，　suPra　note　9（本論文の部分訳につき，
　アソソニー・T・クロソマン著，鹿野菜穂子訳「錯誤，開示，情報および契約法」ロバート・A・ヒルマソ
　・笠井修編著『現代アメリカ契約法』（弘文堂，2000年）所収382－390頁参照。）。この論文の分析手法から
　日本の錯誤法を検討したものとして，林田清明「錯誤の経済分析（1）（皿・完）A．T．クロソマソ所説とわが
　錯誤法」経済論集（大分大学）35巻1号90頁以下，同2号123頁以下がある。なお，ユニドロワ国際商事契
　約原則で錯誤を規定する3・5条1項a号は，非開示による不実表示と類似する行為態様を規定している。
57Restatement，　Second，　Contracts，§157，　comment　a；Famsworth，　s”pra　note　23　at　581
58　Farnsworth，　Good　Faith　Performance　and　Commercial　Reasonableness　under　the　Uniform　Commercial　Code，
　30Chi．　L，　Rev．666，668・
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かどうかが問題とされる59。
　イギリスでは18世紀に，商慣習法はコモン・ローに吸収されていったのだが，コモソ・ロー裁
判所である国王裁判所は商品および商業証券の自由な流通を奨励する法理の発展に関心があった。
そのため，履行上の信義則ではなく善意取得が当時の関心事であった。このように善意取得のみに
配慮することで，二つの誤解が一般化した。第一は，信義則は取得のみに言及するものであるとい
うものであり，第二は，信義則の基準は主観的である，というものである。その結果，アメリカの
多くの統一法典では主に善意取得についてのみ言及され，かつ，「事実上の正直さ（honesty）」と
いう主観的基準が用いられた60。
（c）信義誠実および公正取引という一般的義務は，205条の準則の下で課されたものであるが，そ
れは契約の履行および強制にのみ及ぶものであり，契約成立以前の交渉段階には適用されない。契
約交渉段階の信義則は，「契約の自由」との関連で一般に認められてこなかったからである。それ
ゆえ，契約前の交渉段階に信義誠実に，かつ，公正取引という合理的基準に従って行為しないこと
というのは契約違反にはならない。それにもかかわらず，157条における準則のもとでは，それに
従わないことは，錯誤者がさもなければ陥らなかったであろうような錯誤からの救済を禁ずる。そ
して本条の「信義誠実」および「公正取引」という文言は，205条およびU．C．C．1－203条における
ものと同一の意味で用いられている61・62。
8　リスク負担
　本リステイトメントは，当事者が錯誤のリスクを負担しているか否かを判断する準則を新たに設
けた。「第154条〔いかなる場合に当事者の一方が錯誤の危険を負担するか〕当事者の一方は，以
下の場合に錯誤のリスクを負担する。（a）リスクが当事者間の合意によってその老に割り当てられて
いる場合，または（b）その者が，契約締結の時点で，当該錯誤が関連する事実に関して限定された知
識しか有していないことに気づいていたにもかかわらず，そのような限定された知識で十分である
と考えていた場合，または（c）諸般の事情から，そうすることが相当であるとの理由で，裁判所によ
ってリスクがその者に割り当てられる場合。」。
　まず，錯誤のリスク配分に関してもっとも明らかなのは，たとえば「現状有姿（as　is）」という
文言を用いるなど両当事者が合意によってそれを明示する場合であり，それについて（a）項が設けら
れている63。
59内田・前注1，40頁。
60Farnsworth，　szapra　note　23　at　670－671；U．C．C．§1－201（19）
61Restatement，　Second，　Contracts，§157，　comment　a；Farnsworth，　smpra　note　23　at　581
62「205条〔信義誠実（good　faith）および公正取引（fair　dealing）の義務〕すべての契約は，その履行および
　強行にあたって，信義誠実および公正取引のi義務を各当事者に課す。」「§1－203（信i義誠実i義務）本法の範囲
　内のすべての契約または義務は，その履行または強制の時に信義誠実の義務を課する。」アメリカ法の信義
　則につき，吉田直rアメリカ商事契約法一統一商事法典を中心に』179頁以下参照。
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　（b）項に規定された状況は，従来，判例・学説で言及されていたもので，錯誤ではなく「意識的不
知（conscious　ignorance）」があると言われる場合もある64。
　最後に，（c）項は，裁判所によるリスク配分に関する規定である。例えば，農地の売買契約締結後
に，その土地が鉱床を含んでおり契約の両当事者が考えていたよりもはるかに価値があることを農
地所有者が発見した場合65，原則として所有者は，両当事者が売買価格を確定したときにその土地
が農業にのみ適していることを当然の前提としていたことについて錯誤に陥ったことを根拠に，契
約を取消すことはできない。また，例えば建築業者が建物の建築契約締結後，その土地が岩石を含
んでおり，当事者が考えていたよりも建築がはるかに高価になることを発見した場合66，原則とし
て建築業者は，両当事者が契約価格を確定したときに底土が通常の状態であることを当然のことと
して前提にしていたことについて錯誤に陥ったことを理由に，契約を取消すことはできない。上述
の両事例において，錯誤は明らかに契約締結の基本的前提に関するものであり，合意された履行の
交換に重大な影響を及ぼしている。しかしながら，特に不動産売買契約は最終的な状態であること
（finality）が望ましいという政策的判断から，鉱物の存在に関する錯誤のリスクを買主に与えるよ
りも，土地所有者が負担することがより合理的であると考えられているという。また特に，建築業
者は一般的に底土の状態を判断するにつき，より優れた専門知識を有していることを考慮して，岩
石の存在に関する錯誤のリスクを所有者に与えるよりも，建築業者が負担することがより合理的で
あるとも考えられているという67。（C）項で定められた場合を扱う際，先例がない場合には，裁判所
は契約目的を考慮し，かつ，取引における人間の行動に関する一般的な認識に頼ることになる，と
説明されている68。
　本条（c）項はパルマーやラビンの提案した「法によって課せられたリスク」と同旨であると思われ
るが，従来裁判所によって言及されていない。したがって，判例法を「リステイト（再述）」して
いないのであるが，このような規定がないと上記の建築業者に関する事例のような場合に「本質的
錯誤」と「非本質的錯誤」といった区別を呼び戻すことになる。そこでそれを避けるため，より明
快な基準として（C）項を導入したという69。
　この結果，最初に論じたWood　v．　Boynton事件とSherwood　v．　Walker事件をいかに調和させ
るかという錯誤法に関する問題を，本リステイトメントはコービソと同様に，リスク負担によって
解決することとなる。
63Restatement，　Second，　Contracts§154，　comment　b
64Restatement，　Second，　Contracts§154，　comment　c
65Tetenman　v．　Epstein，226　P．966（Cal．　App．1924）
66Watkins＆Son　v．　Carrig，21　A．2d　591（N．H．1941）
67Farnsworth，　supra　note　23　at　577－581
68Restatement，　Second，　Contracts，§154，　comment　d
6952nd　proceedings，　supra　note　29　at　409；なお，錯誤のリスク引受に関する判例研究として，中島昇「アメリ
　カ契約法における錯誤リスクの引受け一とくに判例を中心として一」亜細亜法学31巻1号275頁以下参照。
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9　効果と救済手段
（a）錯誤の効果および救済手段としては，二通りある。第一は，裁判所による文書訂正命令であ
り，第二は契約の取消である。契約取消の結果，原状回復または一部履行と信頼利益の回復が認め
られる。
（b）上で検討した要件を満たすことにより，錯誤によって不利な影響を受ける当事者は，契約を取
消すことができる。その結果，当事者らは一部履行または信頼によって相手方に供与した利益につ
いて，原状回復する権利を有する70。しかしながら，各当事者が受領した利益を返還することは，
全ての場合に可能というわけではない。そこで本リステイトメントでは，一部履行をした当事者
は，それと同等の履行義務を相手方に課すことができるとする救済手段を認めた。これは，各当事
者の一部履行を合意された等価物とみなすことが適切であるような重要な事案において，財産が剥
奪されるリスクを減少させるという訴訟原理を具現化しているものであるという71。本条において
契約は可分契約とはみなされない。これは，契約の一部取消を認めるものと考えられる。
　また，契約が取消された場合，相手方に供与した利益の原状回復のみならず，錯誤に基づいて成
立した契約を信頼したことによって被った損害（信頼利益）の回復を認めている72。
（c）他方，文書訂正命令とは，表示上の錯誤について認められる救済手段である。これは，エクイ
ティ　（衡平法）に由来するものであり，契約当事者らが合意した内容や効果につき，正確に書面に
表示していない場合に，当事者の合意を適切に反映するように文書を訂正するよう裁判所が命じる
命令である。
70Restatement，　Second，　Contracts，「第158条〔原状回復を含む救済（relief）〕①本章に定める諸原則の適用
　を受けるすべての場合において，いずれの当事者も第240条および第376条に定める準則に基づき，原状回復
　を含む救済を請求することができる。②本章に定める諸原則の適用を受けるすべての場合において，本章に
　定める諸原則と第16章に定める諸原則とをともに適用しても不公平が避けられないときは，裁判所は，公平
　の観点から必要とされる条項に基づいて，両当事者の信頼利益の保護を含む救済を与えることができる。」
　「第376条〔契約を取消すことができる場合の原状回復〕無能力，錯誤，不実表示，強迫，不当威圧または信
　任関係の濫用（abuse　of丘duciary　relationship）を理由として契約を取消した当事者は，一部履行または信頼
　によって相手方に供与した利益について原状回復の権利を有する。」
71Restatement，　Second，　Contracts，§158，　comment　a；§240，　comment　a；「第240条〔合意された等価物（agreed
　equivalents）としての一部履行〕約束の交換に基づいて交換になされるぺき履行が，対応した何組かの一部
　履行に分割可能であり，各組の両部分を合意された等価物であるとみなすのが相当である場合に，当事者の
　一方がそのような各組の自己の部分の履行をなすときは，その組の履行のみの約束がなされていた場合と同
　じ効果を，合意された等価物の履行をなすべき相手方の義務に及ぼす。」
72Restatement，　Second，　Contracts，§158（2）；「第344条〔救済方法（remedies）の目的〕本リステイトメント
　の定める諸原則に基づく司法上の救済方法は，受約者の以下の利益の一つまたは複数を保護するためのもの
　である。（a）『期待利益（expectation　interest）』，すなわち，受約者が，契約が履行されていたならば置かれ
　ていたであろうと同じぐらい良好な状態におかれることによって，交換取引利益（benefit　of　his　bargain）を
　取得することの利益（b）『信頼利益（reliance　interest）』，すなわち，受約者が，契約が締結されていなけれ
　ばおかれていたであろうと同じぐらい良好な状態におかれることによって，契約に対する信頼から生じた損
　失を填補される（reimburse）ことの利益，または　（c）『原状回復利益（restitution　interest）』，すなわち，
　受約者が相手方に与えた利益（benefit）を自己に回復することの利益」。
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　英米法では，口頭証拠の法則（parol　evidence　rule）があり，契約について書面を作成したとき
は，口頭の証拠によってその内容に追加し，これを変更し，または，否認することは許されない。
したがって，契約書の書き誤りを発見した場合には，証拠がある間に裁判所で正式に訂正してもら
う実益がある73。
　当事者らの合意は，契約となるに充分に完全かつ確実である必要はないが，英米契約法は合意の
書面化に重点を置いていることから，「明白かつ確信を抱くに足る証拠」によって立証することが
要求されている74。取消は錯誤によって不利益を受けた者が請求するのに対して，文書訂正命令は
受益者や契約利益における当事者の承継人を含む契約のいかなる当事老によっても請求されうる。
そして，やはり取消の場合と異なり，文書訂正命令を求める当事者は，錯誤が不利益を被った者に
重大な影響を及ぼすことを立証する必要はない75。ただし，同命令が衡平法に起源を有することか
ら，善意有償取得者，および，口頭での契約を信頼し，そこから財産上の利益を取得したその他の
第三者の権利を害することはできない76。
10小括
（a）契約の拘束力の根拠をめぐる論争の前夜にあって，本リステイトメントは伝統的契約理論であ
る約束理論を採用した。これは第一次契約法リステイトメソトと同様の立場に立つものである。契
約解釈についても第一次契約法リステイトメソトと同様に，客観的基準によることを強調する。た
だし，それは全く契約の外観によるのではなく，意思の不一致に関する準則から明らかなように，
意思を客観的に解することが求められている。他方，一方的錯誤における「知りうべき」の判断に
際して，単に「合理人」が当事者らの立場に置かれることを要求するのではなく，「当事者と同等
の知性を備えた者」が基準とされている。以上から本リステイトメントは第一次契約法リステイト
メソトよりも客観理論が緩和されていると言えよう。
（b）内容の錯誤に関する準則の特徴としては，「質から量へ」という判断基準の転換を断念したこ
とと，リスク負担を錯誤の判断基準として導入したが，従来の学説と比ぺてその役割の重要性が増
したという二点が挙げられる。すなわち，「重大な影響」とは何かについては，パルマーらが提唱
したように一方の損害によって他方が利得するという不当利得類似の法理による解決が図られた
が，必ずしも錯誤老の相手方に偶然の利得（棚ぼた）が生じるわけではない，という意見から錯誤
73田中・前注31，97頁。
74Restatement，　Second，　Contracts，§155，　comment　a，　c
75id．，　comment　e
76id．，　comment　f；「第155条〔いかなる場合に書面の表現に関する当事者双方の錯誤を理由とする訂正が正当
　とされるか〕合意の全部または一部を証明または具現する書面が，書面の内容または効果に関する当事者双
　方の錯誤のために当該合意を表現していない場合，裁判所は，当事者の一方の求めに応じて，当該合意を表
　現するように書面を訂正することができる。ただし，善意有償取得者（good　faith　purchaser　for　value）のよ
　うな第三者の権利に不当な影響が及ぶ場合は，この限りでない。」
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の判断基準として「質から量へ」の転換が断念された77。しかしながら，「本質性」という基準に
ついても従来から批判があり，「本質性」へ戻ることも許されなかった。そこで，相互的同意の存
否の判断基準として18条で「本質性」という要件は放棄され，錯誤に関しても従来「本質性」と
いう基準により行われていた救済範囲の制限を154条で定めたリスク負担のうち特に裁判所による
リスク配分（c．項）より行うこととなった。これはコービソ，ラビン，およびパルマーの見解で
も見られたものであるが，彼らの見解では本質性による判断や量的判断を行ったうえで裁判所によ
りリスク配分を行っていた。そのため，本リステイトメントの裁判所による配分はそれらの見解で
求められていたものよりも大きな役割を課せられたこととなる。
　このように154条で示されたリスク負担のほかに，錯誤法準則はリスク負担を基準としているこ
とがわかる。すなわち，錯誤者が信義誠実かつ公正取引に準じた契約交渉過程を経ていないとい
う，いわば錯誤者の重過失により錯誤に陥った場合は，錯誤者が錯誤のリスクを負担していると解
される。それに対して，一方的錯誤の場合の加重的要件である⑤相手方が当該錯誤について知りう
べきであったか，あるいは相手方のフォルトにより錯誤が引き起こされたことという要件は，相手
方がリスク負担をしている場合と考えられる。④契約を強行することが非良心的であることという
基準は，裁判所の裁量によるリスク分配と考えられ，154条c．項との類似性が指摘されうる。154
条に規定されたリスク負担が狭義のリスク負担であるとするならば，このような判断基準は広義の
リスク負担・分配を示していると言えるであろう。これは，錯誤を原始的実行不能の法理と区別す
るために採用した態度に起因すると考えられる。本リステイトメントは，実行不能を単に一方当事
者に耐え難い事情変更があった場合とするのに対して，錯誤を錯誤者と相手方の間の交換取引に与
える影響の問題とした。そのため，契約当事者双方の錯誤に対する責任を問うこととなったので，
錯誤法準則をリスク負担の観点から捉えることが可能となったのである。さらに，これに「情報提
供義務」がリスク負担の判断基準としてとして加わる可能性も指摘しておこう。
（c）本リステイトメントは，古典的契約法理論に立脚し，それにその後の理論の発展に基づく修正
を施した，契約法的アプローチからの錯誤法理論のとりあえずの集大成と言えるであろう。これ
は，必ずしも判例法を正確に反映するものではないとの批判もあるものの，リステイトメソト公表
後の錯誤法準則をめぐる見解や，将来における法理論の展開を検討する上で，あるいは外国法と比
較する上で，議論を行う共通の土台となり得るものである78。
77ただし，前述のようにファンズワースは一方的錯誤の要件である非良心性の法理の中で，当事者間の量的不
　均衡を考慮するような記述をしている。第10章6④（c）参照。
78その後の錯誤法準則をめぐる見解は多数あるが，例えばKull，　Mistake，　Frustration，　and　the　Windfall　Princi－
　ple　of　Contract　Remedies，　43　Hastings　L．　Rev．1（部分訳として鹿野菜穂子「錯誤，フラストレーションおよ
　び契約上の救済の棚ぼた原則」ロバート・A・ヒルマン・笠井修編著『現代アメリカ契約法』（弘文堂，
　2000年）所収368頁）やEisenberg，　Mistake　in　Contract　Law，91　Calif．　L．　Rev．1573などが挙げられる。
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第10章　アメリ力錯誤法の考察と日本法への示唆
（a）以上，本稿は第二次契約法リステイトメントにおいて描かれた錯誤法の理解を深めるため，ア
メリカの建国から本リステイトメソト公表に至るまでの錯誤法の変遷を，法理学の発展と契約の成
立および解釈に関する主観・客観理論の議論とともに見てきた。そこから明らかとなったのは，以
下の通りである。
（b）アメリカでは当初，大陸法の影響を受け，主観主義的意思理論を採用していた。しかし，19
世紀半ば頃から，経済効率を重視するために法的安定性や結果の予測可能性，画一性が要請され，
当事者の意思とは無関係に外観のみから契約成立の有無を判断する極端な客観理論が取られること
となった。そのためホームズは当事者の意思をリスク負担という契約責任の形で問うことにした。
そしてリスク負担という考えは，第一次契約法リステイトメントおよび第一次原状回復法リステイ
トメントにおいて，錯誤との関連で言及され，契約解釈の方法として取り込まれた。このようなリ
ステイトメソトの立場に対して，パターソソは，客観主義を貫徹するため，リスク負担を契約の成
立問題である錯誤の判断基準とすべきとの主張をした。その後，次第に客観理論はより穏健なもの
となり，契約法アプローチでも不法行為法アプローチでも，リスク負担は錯誤の判断基準とされ
た。ただし，それは本質性による判断や量的判断を行った上での判断基準である。それに対して第
二次契約法リステイトメントでは，「重大な影響」という判断基準はあるものの，「本質性」という
判断基準が放棄され，また量的判断基準も採用されなかったため，リスク負担がそれらに取って代
わることとなった。その結果，リスク負担は錯誤の判断基準としての役割が増大した。
　また，極端な客観主義の下ではリスク負担をしていない場合に保護が与えられるとされていたの
に対して，穏健な客観主義の下ではリスク負担することによって救済が認められない，とされるよ
うになった。リスク負担は，救済を認める要件から救済範囲を制限する要件へと，その意味が変化
していることが指摘されうる。
（c）第二次契約法リステイトメントが公表されてから20年以上が経った現在，そこにおける錯誤
法準則は多くの裁判所で採用されているのをみると80，リスク負担という分析視角は有用なものと
いえるだろう。このようなリスク負担という分析視角を用いるのは米法に限らず，例えばユニドロ
ワ契約法原則にも見られる81。取引が迅速化・効率化する中で，あるいは大量生産大量消費社会に
おいて，契約成立の判断や契約解釈の客観化は回避できないものと思われる。では，アメリカにお
けるそれらの客観化の過程で見出されたリスク負担という側面から，日本の錯誤法を再分析するこ
とはできないだろうか。例えば日本法においても当事者の意思の範囲を確定することや重過失の有
無さらには相手方の諸事情を考慮するに際して，リスク負担という概念を用いることでより問題
79Friedman，　The　Objective　Principle　and　Mistake　and　lnvoluntariness　in　Contract　and　Restitution，　119　L．　Q．　R
　68　（2003），69
80Lenawee　County　v．　Bd．　Of　Health　v．　Messerly，117　Mich．17；see　American　Digest　System，1981－2003
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が明瞭となるのではないか。
　アメリカにおけるリスク負担の生成と発展を検討する過程で，詐欺や不実表示，情報提供義務と
いった諸制度と，錯誤論におけるリスク負担が相関関係にあることが明らかとなった。それらを検
討することが，リスク負担の全体像を明らかにする上で必要と思われる。そして，アメリカ法の錯
誤におけるリスク負担が果たして日本の錯誤法における分析道具となりうるのか，もしそうである
としても，分析道具に留まらずさらに解釈論への提言および再構成まで必要となるのか否かについ
ては，さらにその先の課題となるであろう。以上を今後の研究課題として，アメリカ錯誤法の歴史
的研究をここに終えることとする。
以上
81「第3・5条（1）契約当事者が錯誤により契約を取り消すことができるのは，合理的な人間が錯誤に陥った当事
　者と同じ状況に置かれていたとして，契約締結時に，もし真実の事態を知っていたならば，契約をまったく
　締結していなかったか，又は実質的に異なる条項のもとでのみ契約を締結していたであろう，というほどに
　錯誤が重要なものであり，かつ以下のいずれかに該当する場合に限られる。即ち，（a）相手方も同一の錯誤に
　陥っていた場合，若しくは，相手方が錯誤当事者の誤りを知っていたか若しくは知っていたはずであって錯
　誤当事者の誤りを放置することが公正な取引についての商事上の合理的規準に違背するものであった場合，
　又は，（b）相手方が，取消時までに，契約を信頼した行動をとっていなかった場合。（2）前項にかかわらず，以
　下の場合には契約を取り消すことができない。（a）錯誤に陥るにつき重大な過失があった場合，又は，（b）錯誤
　が，錯誤に陥る危険の想定される事柄にかかわる場合，若しくは諸事情を考慮すれば錯誤に陥る危険が錯誤
　者によって負担されるべき場合。」（日本語訳につき，廣瀬久和訳「ユニドロワ国際商事契約原則（全訳）」
　ジュリスト1131号参照。）
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